
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書
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－１． ﾛロ■■

注ｌ該当する□|こは、レ印をRa入してください。特定中東者以外の車典者の方はし印の記入は不要です。

２「基箙年皮」とは6}因期間のW1年度を、「目6N年度」とは肝画期、の赴終年度を、「概告年度」とは肝団期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます．

３「事粟所991排出区分」とは京都府内の事業所坤の事梨活動のためのエネルギーの便jnに伴い発生する沮宝効果ガスを、「輸送UI［両排出区分」とは自画血運送事典者についてIま使用の本提の位匠を京都府内とする立岡
の排出する沮蛮効果ガスを、鉄道本藁者'二ついてI土保有する街物立岡又は旅存立両の排出する沮室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の爪祁府内における中東所等の専藁活動に伴い発生する温室効果ガス
をいいます。

４１原単位当たワの沮宜効果ガス排出且邨」の｢用途区分」には､００工四、中闘所などの用途を妃入してください．「原単位の桁tH」には､分子の「二酸化倒嚢換算」の下に分母となる折極(生…且､延べ床面
泊、走行距価坤）を正入してください．

５「その他の地球沮皿I化対NJIこよる皿室効果ガスの隅減且等ｊのうち「轟林の保全及び■&伯」の「目抵年度（計画）」梱にI土､Ｉ団期、中の目楓の累計を、「頓告年度（翼伍）」嵐には翼組の累計を記入してください．

６「特記事項」には、平凪２年度（１９９０年度）を速珀とした佛出且の対比や、竹エネ國品開発など他ｒ１ｒの沮壷効果ガス排出Ｈ１城への貝献、グリーン飼逮の採用、特定フロンなどの条例描定外の沮竃効果ガスの刷減
などを妃入してください．

住所（法人にあっ
ては、主たる噸務
所の所在地）

京都市北区上賀茂本山

氏名（法人にあっ
てI土、名称及び代

安者の氏名）
学校法人京都産業大学理事長贋岡正久

事業者の主たる
業種 大学（教育施股）

該当する卒業者
要件 庭京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号咳当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

尼

症

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送率業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号麟当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 20年４月～２３年３月

基本方針

平成19年度を基単にして計画期間中に1.0%以上の温室効果ガス排出趣の削減を回る。

推進体制 ○各建物のエネルギーの使用壁を把握できるよう進めている。
Ｏ省エネルギーを図るため、照明器具をｲﾝﾊﾞｰﾀｰ方式から商効率型ｲﾝﾊｰｰﾀｰ方式に順吹取替えを行っている。

適用範囲

取得年月日

年度ごとの具体
的な取組及び措
圃の状況

年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

股備、対象、工程等

照明器具

照明器具

照明器具

措極内容

図書館2階・３階部分の照明器具をｲﾝﾊ診-ﾀｰ方式から商効率型（HF/wｴｺ）に改修を実施する。

図審館に地下1階・２階部分の照明器具をｲﾝﾊﾞｰﾀｰ方式から高効率型（lUVWｴｺ）に改修を実施する。

第１実験室棟の照明器具をｲﾝﾊﾞｰﾀｰ方式から高効率型照明器具に改修を実施する。

温室効果ガスの

排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合肝

実績に対する自己評価

基準年度（実績）

(19）年度
(二酸化炭泰換ロ）

目擦年度（計画）

(22）年度
(二Ｈ２化炭素換算）

墹減率
(計画）

報告年度（実績）

(21）年度
(二硫化脱粛換■）

増減率
(実績）

8,583.5ｔ 8,499.1ｔ ‐Ｌ0帖 8,782.1ｔ 2.3％ 

ｔ ｔ 船 ｔ 船

ｔ ｔ 船 ｔ 船

中８ ８０５８３．５ｔ ＊２ 8,499.1ｔ －１．０％ ＊４ 8,782.1ｔ 2.3％ 

既存趣物の廊下、階段、トイレのINlWI器具をｾﾝｻｰ付にしたり、窓側は照度補正型の照りl器具を股屈し、冷､Ｉ連伝は期11mを定め、運種し、
省エネを図ったが、大学全体で述物が５棟l衙加したため、nlj城には、至らなかった。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出旦等

用途区分 原単位の指標

教育施設
二酸化炭素換算

廷床面積㎡
二鹸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画〕 墹減申（計画） 報告年産（実績） 墹減率（実績）

0.0494 0.0490 －０．８乳 0.047 －４．９船

船 兜

船 船

平成21年９月に1.1号節、第５研究室棟8号館iliIｴｽｶl'－ター・平成2】年12月に天文台・平成22年２月に15号館・平成22年６月に第１実験室棟墹
築棟が墹え,本学全体の廷床面積が地加した。

その他の地球温

暖化対策による
温室効果ガスの
削減丘等

対策鞠の区分

森林の保全及び整傭

府内塵の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン趣力の鴎入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減壁等合計

目標年度（計画）

取組ｎ部 (二酸化炭器換算）

(益低面積） hａ 吸収Ⅲ ｔ 

利用Ｈ） ｍ、 削波、 ｔ 

史色且） kwｈ 鯛減日 ［ 

熱供給且） GＪ 削域、 ［ 

四人且） kwｈ 劇械日 ｔ 

(■入且） ｔ (開鋲且） ｔ 

中３ｔ

報告年度（実績）

IUNllln郡 (二酸化炭紫換算）

(堅盤面iUl） hａ iBl収、 ｔ 

(利用且） ｎｌ８ WI城、 ｔ 

(充剋ft） kwｈ nI減日 ｔ 

(縞供給且） GＪ ､Ｉ城且 ｔ 

(田入且） kwｈ ､'1減、 ｔ 

(田入且） ｔ (刷按、） ｔ 

＊５ｔ 

差引排出蛍

(排出合計一IiI減坤合叶）

基鋼年度（実績）

＊１ 8,583`５ｔ 

目標年度（計画）

(･排(｡o）8,499.1ｔ

墹波率（計画）

-1.0％ 

報告年度（実績）

I咄)-(輻】 ８，７８２．１ｔ 

明滅率（突綱）

2.3％ 

地球温暖化対策
に資する社会責
賦活動

特記事項


